
 

 

  

有休取得率の上昇かつてと今 

 厚生労働省の令和４年就労条件総合調査が公表さ

れ、令和３年の年次有給休暇の平均取得率は 58.3％と、

昭和 59 年以降では過去最高となったそうです。 

労働者一人平均では 17.6 日の年次有給休暇が付与さ

れ、10.3 日が取得されました。また、年次有給休暇の

計画的付与制度がある企業割合は 43.1％で、付与日数

は「５～６日」という企業が 71.4％と、最も多くなっ

ています。 

◆取得率上昇の背景は 

 今回、有休の取得率が最高となったのは、背景にコ

ロナ禍があるのかもしれません。また、2019 年４月の

労基法改正により、年５日以上の有休取得が義務化さ

れたことも大きいでしょう。 

◆前回取得率が高まったのは平成３-４年ごろ 

  平成３～４年ごろの世界情勢としては、イラクのク

ウェート侵攻・湾岸戦争、ソ連の解体などがあり、国

内ではフリーターの増加などが問題となっていたり、

雇用過剰感が高まり失業者数が増加したりした時期で

す。こう見ると、景気の後退期に取得率が上昇すると

いう見方もできるかもしれません。 

 また、昭和 63 年に労基法が改正（法定労働時間が１

週 40 時間、1 日 8 時間に）され、労働時間短縮の流れ

が続いている時期だったことも大きな要因でしょう。 

◆前々回に高かったのは昭和 59 年ごろ 

これまで取得率が最高だったのは、昭和 59 年ごろで

す。景気は比較的安定していたようです。この時期は

週休二日制が拡大していく時期であったことが、取得

率の高さの背景にあるかもしれません。 

これらを見ると、昭和と平成以降とでは、世界が違

っているような感じがしますが、背景に労働時間等に 
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関する法律改正があることは共通しています。 

年次有給休暇や労働時間に関する規定だけではなく、その他

の規定についても、自社の就業規則や社内体制に昭和や平成の

時代のものが残っていないか、一度チェックしてみましょう。

見直しについては、弊所にお気軽にご相談ください。 

【厚生労働省「令和４年就労条件総合調査の概況」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou

/22/index.html 

テレワークが多いほど睡眠時間は増え、うつ傾向・

不安は減る傾向～「令和４年過労死等防止対策白書」より 

政府は 10 月 21 日、過労死等防止対策推進法に基づき、「令

和３年度 我が国における過労死等の概要及び政府が過労死等

の防止のために講じた施策の状況」（令和４年版 過労死等防

止対策白書）を閣議決定しました。 

今回の白書では、新型コロナウイルス感染症やテレワークの

影響に関する調査分析も報告され、テレワークの頻度が多い人

ほど睡眠時間が長く、うつ傾向や不安が少ないという調査結果

が明らかになりました。 

◆テレワークの頻度が高くなるにつれて、睡眠時間が

６時間未満の割合は減少 

 テレワークの実施頻度別に１日の平均的な睡眠時間をみる

と、テレワークの頻度が高くなるにつれて睡眠時間が６時間未

満の者の割合は減少する傾向がみられました。睡眠を１日平均

７時間以上取っている者の割合は、テレワークの頻度が「毎日」

の人が 30.3%と最も多く、「週２～３日程度」（19.4%）、「一

時的に行った」（16.7%）などを大きく上回りました。 

◆テレワークの頻度が高くなるにつれて、うつ傾向・

不安のない者の割合が増加 

テレワークの実施頻度別にうつ傾向・不安をみると、テレワー

クを実施したことがある者の中では、テレワークの実施頻度が

高くなるにつれてうつ傾向・不安のない者の割合がおおむね増

加する傾向がみられました。 

 「うつ傾向・不安なし」の割合は、テレワークが「毎日」

の人が 60.9%で、「週２～３日程度」（56.5%）、「一時

的に行った」（51.2%）などより多い結果となりました。 

◆テレワークの導入割合が最も高いのは「情報通

信業」、最も低いのは「医療、福祉」 

 テレワークの導入割合を業種別にみると、最も高かった

のは情報通信業（82.4%）で、次いで「学術研究、専門・

技術サービス業」（62.7%）。一方、最も低かったのは「医

療、福祉」（9.4%）で、次いで「宿泊業、飲食サービス

業」（12・3%）でした。 

【厚生労働省「令和３年度 我が国における過労死等の概要及び

政府が過労死等の防止のために講じた施策の状況」PDF】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001001664.pdf 

12月の税務と労務の手続期限［提出先・納付先］ 

12 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採

用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付［郵便局または

銀行］ 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の

提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］ 

本年最後の給料の支払を受ける日の前日まで 

○ 年末調整による源泉徴収所得税の不足額徴収繰延承

認申請書の提出［給与の支払者（所轄税務署）］ 

○ 給与所得者の保険料控除申告書、給与所得者の配偶者

控除等申告書、住宅借入金等特別控除申告書、給与所

得者の基礎控除申告書、所得金額調整控除に係る申告

書の提出［給与の支払者（所轄税務署）］ 

※提出・納付期限が、土曜・日曜・祭日と重なる場合は、

翌日になります。 


